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日頃から、大阪府環境農林水産行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、農林水産業を取巻く状況は、食の安全安心への関心や、地産地消への消費者ニーズの高まりなど、日々変化しています。本府においては、府民に豊かで安全・安心な食を提供するため、「大阪府新農林水産業振興ビジョン」を策定し、地産地消の推進や遊休農地の解消など様々な取組みを進めています。

また、大阪の環境は、大気汚染や水質汚濁、廃棄物の不適正処理といった従来からの課題に加え、地球温暖化やヒートアイランドなど、多様化、複雑化しています。このような状況の中「大阪21世紀の環境総合計画」を基軸に、循環型社会を目指した魅力ある環境都市をめざし、様々な取組みを進めています。
これらの施策の推進にあたっては、国と地方が適切な役割分担を行った上で、地方が実施するものについては、その責任と判断により事業を推進できるよう、地域主権を実現する必要があります。
　平成２３年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　橋 下　徹
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１．家電リサイクルの推進　
家電リサイクル法によりリサイクルを実施する者は、「再商品化等の認定」を受けた製造業者等に限定されているが、競争の原理を導入し、消費者の負担軽減を図るため、法の枠組みの中で回収や処分において再生資源業者の活用を図ること。
２．一般廃棄物の再生利用に係る知事の指定制度の創設　

一般廃棄物のリサイクルを推進するためには、事業者のリサイクル処理の実態に即し、最も適切な行政主体が関与する制度が必要である。そのため、一の都道府県の区域において一般廃棄物の再生利用にかかる収集運搬を知事が指定できる制度を追加するなど、都道府県単位でのリサイクルを促進する制度を創設すること。
３．河川整備と連携した流域レベルでのため池の治水活用
　大阪府には約11,000カ所のため池があり、農業を支える貴重な水源であると同時に、多面的機能を有している。なかでもため池の治水活用は、既存施設を活用するという視点からも、非常に有効である。
　一方、大阪府では、河川整備委員会で検討された「今後の治水対策の進め方」に基づき、河川整備とあわせ流出抑制対策やソフト対策などの流域対策を最適に組み合わせて、流域全体で総合的な治水対策を進める方針である。

　このため、地域の総合的な防災・減災のため平成２１年度に創設された「地域ため池総合整備事業」において、ため池の洪水調節機能を整備できる制度を拡充すること。

４．地籍調査事業の推進　

大阪府をはじめとした都市部では、土地に対する権利意識が高いこと、権利関係の複雑さなどから、地籍調査が進んでいないのが実状である。

近年、都市部のニュータウンなどの、施設の老朽化により建替えを行うための土地売買などが増加し、土地境界情報の整備がますます求められている。

このような中、今年度から境界情報の調査・整備を行う「都市部官民境界基本調査」や「都市再生街づくり支援調査」の新規事業が実施され、地籍調査の推進に効果を発揮することから、平成２３年度以降も、本事業を継続して実施すること。































































